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第３部 男女共同参画に関する主な指標等 

 

１ 男女共同参画をとりまく状況 

 国勢調査によると、群馬県の人口は、平成１７年から減少に転じています。晩婚化、未婚化が進

む中、合計特殊出生率はここ数年増加の傾向にあるとはいえ、人口を維持するために必要な水準を

下回っており、今後長期的に人口減少と高齢化が続くと予測されます。その結果起こると予想され

る、家族形態の変化や深刻な労働力不足に対応するためにも、男女共同参画の推進が求められてい

ます。 

 

 

（１）群馬県の年齢区分別人口と高齢化率の推移 

 国勢調査では、本県の生産年齢人口（１５～６４歳）は、平成１２年以降減少しており、今後

も減少していくことが予想されます。 

 一方、老年人口（６５歳以上）は、昭和２５(1950)年以降急速な増加を続け、平成２２(2010)

年には昭和２５年の６倍を超える４７万５２０人となりました。県の総人口は昭和２５年の 

約１．２５倍であることから、老年人口の増加がきわめて急速であることがわかります。 

 

 

   資料出所：平成２２年以前は総務省「国勢調査」、平成２７年以降は国立社会保障・人口問題 

       研究所「都道府県別将来推計人口」（平成２５年３月推計） 

 

 

（２）合計特殊出生率の推移 

 一人の女性が生涯に生む子どもの平均の数を表す合計特殊出生率は、本県、全国ともに、近年

は増加傾向にあります。 

本県は常に全国平均を上回る数値で推移していましたが、平成２４年にはじめて全国平均を下

回りました。平成２６年は１．４４と回復し、全国平均１．４２を上回りましたが、依然として

現在の人口を維持するために必要とされる２．０７（人口置換水準）を大きく下回っています。 
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   資料出所：厚生労働省「人口動態統計」、国立社会保障・人口問題研究所「人口統計資料集」 

 

 

（３）日本創世会議・人口減少問題検討分科会の将来人口推計 

人口減少は日本全国で深刻さを増していますが、本県においても人口減少は続いており、

日本創世会議の公表資料では県内２０市町村が将来的に消滅する可能性があると分類される

など、人口減少問題は喫緊の課題となっています。 

 

 

        資料出所：日本創世会議・人口減少問題検討分科会発表資料より作成（2014 年） 
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２ 制度・慣行の見直しと意識の改革 

 社会の様々な領域における制度や慣行の中には、根強い固定的な性別役割分担意識が残り、各人

が個性と能力を発揮することを妨げている場合があります。このような制度・慣行の見直しと、「男

女共同参画」についての正しい理解を進める事が、男女共同参画社会づくりを進める上で重要です。 

 

 

（１） 分野別男女の地位が平等と感じている人の割合 

意識調査の結果からは、調査したいずれの分野においても男性よりも女性の方が平等と感じ

ている割合が少なく、また、国との比較では、男性も女性も全国平均より平等と感じる割合が

少なくなっています。

 

           分野別男女の地位が平等と感じている人の割合（H26 年度 女性） 

 

 

    

           分野別男女の地位が平等と感じている人の割合（H26 年度 男性）  

               資料出所：群馬県「男女共同参画にかかる県民意識調査（平成２６年度） 

                      国「男女共同参画社会に関する世論調査」（平成２４年度） 
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３ 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大 

 現在、様々な分野への女性の参画は拡大傾向にありますが、政策・方針決定過程に参画する女性

は、まだ少ないのが現状です。男女共同参画社会の形成にあたっては、男女が社会の対等な構成員

として、政策・方針決定過程に参画していくことが重要です。 

 

 

（１）県の審議会等への女性の参画状況の推移 

 県の審議会等に占める女性の割合については、「群馬県男女共同参画基本計画（第３次）」にお

いて、目標を「平成２７年度までに３５％」と設定しています。 

女性の参画率は毎年増加しており、平成２５年度には３５．７％となり、目標値を達成し、引

き続き取り組みを進めています。 

 

                        資料出所：群馬県人権男女共同参画課調べ 

 

４ 地域活動への女性の参画の拡大 

 活力ある地域づくりのためには男女共同参画の視点は欠かせません。少子高齢化が進み、地域に

おける人々のつながりの希薄化や社会環境の変化の中で、地域力を高めていくためには、女性も男

性も個性と能力を発揮し、多様性に富んだ活力ある地域を形成していくことが重要です。だれもが

活躍し、安心して暮らせる社会にするために、男女共同参画の視点に立った協働、参画型社会を推

進していくことが必要です。 
 

 

（１）県の女性自治会長の割合の推移 

 県の自治会長（区長）の女性割合は平成２６年度調査で０．３％と全国平均の４．７％に比べ

低い状況にあります。全国順位も平成２４年度から３年連続で最下位となっています。 

資料出所：内閣府調査(H26) 
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５ 女性に対するあらゆる暴力の根絶 

  女性に対する暴力（配偶者・恋人からの暴力（ＤＶ）、性犯罪、ストーカー、セクシュアル・ハ

ラスメントなど）は女性の人権に対する重大な侵害であり、その根絶は男女共同参画社会を実現す

るためには必ず達成しなければならない重要課題です。 

  ＤＶ被害者からの相談件数は増加傾向にありますが、暴力を受けても誰（どこ）にも相談しない

被害者が多いのが現状です。 

 

 

（１）相談件数の推移とＤＶ相談の状況（群馬県） 

 県の女性相談センターに寄せられた、ＤＶ相談の件数は、２千件前後で推移しています。 

一方、警察が受けた相談件数は、平成２１年に急増し、５００件を超えた後、さらに増加の傾

向にあり、平成２６年は１，０７０件となっています。 

 

 

  ※女性相談センターは年度、警察は暦年で集計 

               資料出所：群馬県人権男女共同参画課調べ、群馬県警察本部調べ 

 

 

（２）暴力被害者の相談状況（群馬県） 

 夫婦・恋人間で暴力被害を受けて、「誰（どこ）にも相談しなかった」は５３．６％で過半数を

占めており、男性については約 7 割が相談していない状況です。また、公的相談窓口へ相談した

人の割合は極めて少数となっています。

 
            資料出所：群馬県「男女共同参画にかかる県民意識調査（平成２６年度） 
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６ 家庭・雇用の場における男女共同参画、仕事と生活の調和 

 少子高齢化の急速な進展による人口構成の変化や経済社会構造の変化等を背景に、女性の就業が

期待される傾向が見られ、これまで以上に女性が働く環境の整備や、男性の職場中心のライフスタ

イルからの転換が求められています。長時間労働の抑制、仕事と家庭の両立支援を進め、特に育児

や介護などを行いながら、仕事を続けたいと願う男女が、多様な働き方を選択できる支援策を進め

ていく必要があります。 

 

 

（１）仕事と生活の調和（群馬県） 

 仕事・家庭生活・地域活動の優先度の理想と現実について、男女とも希望するのは「仕事と家

庭生活をともに優先」（男性４１．８％、女性３７．６％）がそれぞれ約 4 割で最も多くなってい

ます。しかし、現実としては、女性は「仕事を優先」「家庭を優先」がそれぞれ約３割、男性は「仕

事を優先」が５割以上となっており、理想と現実が一致していない傾向がうかがえます。 

 

            資料出所：群馬県「男女共同参画にかかる県民意識調査（平成２６年度） 

 

 

（２）男性の育児休業取得について 

 平成２６年度に実施した調査では、男女とも「男性もできれば取得する方がよいが、環境が整

っていない」（男性７２．３％、女性７３．１％）が７割以上で特に高く、次いで「男性も積極的

に取得する方がよい」(女性１９．０％、男性１８．０％)が約２割となっています。 

 全国の取得状況は次のとおりです。 

 

資料出所：平成２６年度雇用均等基本調査（速報）（厚生労働省） 
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